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《資料１》   県内のＮＰＯ法人の認証状況（令和６年５月末現在） 

 

１．法人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．市町村別ＮＰＯ法人数 

 
３．活動分野 

(注)一つの法人が複数の活動分野の活動を行う場合があるため、合計は法人総数と一致しない。 

年度 

 

項目 

Ｈ１０

～ 

Ｈ２４ 

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ H２９ Ｈ３０ R１ R２ Ｒ３ R４ R５ R６ 計 

認 証 件 数 ２８６ ２１ ９ １３ ７  ５   １７ ８   ９ １１ １１ ７   １ ４０５ 

解 散 件 数 ３２ ７ ６ ９ ４ ８ １１ ８  １０ １６ ６ １１   ２ １３０          

所轄庁の変更 ４ ０ ▲２ ０ ２   １   ０ ０   ０ ▲２ ０ ０  ▲1   ２ 

法 人 総 数 ２５８ ２７２ ２７３ ２７７ ２８２ ２８０ ２８６ ２８６ ２８５ ２７８ ２８３ ２７９ ２７７ － 

保健、医療、福祉 １８９ 災害救援 ３８ 科学技術 ２５ 

社会教育 １５０ 地域安全 ５６ 経済活動 ８５ 

まちづくり １８６ 人権、平和 ５４ 職業能力、雇用機会 １０８ 

観光 ４０ 国際協力 ５０ 消費者保護 ２６ 

農山漁村、中山間地域 ３７ 男女共同参画社会 ３８ 連絡、助言、援助 １６１ 

文化、芸術、スポーツ １１９ 子どもの健全育成 １５２ 条例で定めた活動 ８ 

環境保全 １１５ 情報化社会 ４２   

47,540 48,982 50,089 50,822 51,508 51,839 51,613 51,358 50,991 50,821 50,441 49,987 49,852 

258
272 273 277 282

280 286 286 285 278 283 279
277

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3 R6.3 R6.5

島根県

全国 
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《資料２》      しまね社会貢献基金事業の状況 
 

  

   

 



4 

 

 

 

《資料３》   地域課題及びＮＰＯとの協働に関する調査の概要 

         

 

（１）調査の対象            １９市町村（ＮＰＯ担当課）  

 

（２）回収数（回収率）      １９市町村（１００.０％）  

 

（３）アンケート期間       令和６年５月   

 

（４）アンケート依頼・回答の方法 電子メールによる 

 

（５）アンケートの設問・内容 

 

   問１ 市町村が抱える主要な地域課題 

→ １２の選択肢（ＮＰＯが関係する地域課題）から５つ選択 

 

   問２ ＮＰＯとの協働に係る現状と課題 

→ 問１の５つの主要地域課題ごとに、ＮＰＯとの協働に係る現状と 

課題について、９の選択肢から１つ選択 

 

問３ ＮＰＯとの協働に係る課題の解決に必要なこと 

→ 問１の５つの主要な地域課題ごとに、問２のＮＰＯとの協働に 

係る課題の解決に必要なことについて、８の選択肢から１つ選択  
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１ 主要な地域課題 

 

・ 回答数が多かったもの（上位５つ）は、「生活交通の確保」、「買物弱者の支援」、「生活の困

りごと解消（草刈・除雪等）」、「医療・福祉サービスの確保」、「ＵＩターン者の定住支援」で、

それぞれ６割超～約９割の市町村が選択した。 

 

・ 「その他」の回答６件は、地域振興、防災、多文化共生、観光振興、地域の担い手確保、

地域産業の担い手が、それぞれ１つずつであった。 

 

・ 東部地域は、「その他」の回答の割合（８３％）が、西部地域・隠岐地域よりも高かった。 

 

・ 西部地域は、「生活交通の確保（１００％）」、「買物弱者の支援（８９％）」、「生活の困りご

と解消（８９％）」の３つの地域課題の割合が、それぞれ東部地域・隠岐地域を上回った。 

 

・ 隠岐地域は、「医療・福祉サービスの確保」と「ＵＩターン者の定住支援」の２つの地域課

題の割合（１００％）が、東部地域・西部地域を上回った。 

 

   

生活交通の確保
買物弱者の支援

生活の困りごと解消（草刈・除雪等）
医療・福祉サービスの確保

UＩターン者の定住支援
子どもの居場所づくり・学習支援

育児支援
情報化、ICT・デジタル化への対応

環境・景観の保全
文化・芸術・スポーツの指導者確保

燃料・灯油等の確保
その他

0 5 10 15
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２ ＮＰＯとの協働に係る現状と課題 

 

・ 現状は、「社会福祉法人、企業、個人商店、行政などが課題を担っている」という２つの回答

の割合（合わせて５４%）が高く、課題は、「特に問題は生じていない」と「継続が困難になりつ

つ（今後なりそうで）あり、ＮＰＯが新たな担い手となることを期待」が半々であった。 

・ 「その他」の回答２０の内、「担い手の不足・後継者難」に関する記述のあるものが７つ、

「活動資金不足」に関する記述のあるものが６つ、「組織の体制」に関する記述のあるものが 

５つ、ＮＰＯの発足を期待するものが１つあった。 

・ 東部地域は、「その他」の回答の割合（４０％）が、西部地域・隠岐地域よりも高かった。 

・ 西部地域は、現在「ＮＰＯが担っている」という４つの回答の割合（合わせて２５％）が、

東部地域・隠岐地域を上回り、「ＮＰＯが新たな担い手となることを期待している」という２つ

の回答の割合（合わせて３３％）が、東部・隠岐地域を上回った。 

・ 隠岐地域は、「担い手がおり特に問題ない」の割合（５０％）が東部地域・西部地域を上回

る一方、「その他」で「担い手不足・後継者難」を訴える回答も５つ（２５％）あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「…※１…」の部分には、「継続が困難になりつつ（※２）あり」が入る　　　　「※２」の部分には、「（今後なりそうで）」が入る

社会福祉法人、企
業、個人商店、行
政などが課題を
担っており、特に
問題は生じてい
ない

社会福祉法人、企
業、個人商店、行
政などが担ってい
るが…（※１）…、
NPOが新たな担
い手となることを
期待

現在はNPOが課
題を担っている
が、活動の担い手
不足により、継続
が困難になりつつ
(※２）ある

課題を担う者が
不在の状態にあ
り、担い手になっ
てもらえそうな既
存NPOも存在し
ない

NPOが課題を
担っており、特に
問題は生じてい
ない

現在はNPOが課
題を担っている
が、事務の担い手
不足により、　継
続が困難になりつ
つ（※2）ある

現在はNPOが課
題を担っている
が、活動資金の不
足により、継続が
困難になりつつ
（※2）ある

課題を担う者が
不在の状態にあ
り、既存NPOが担
い手となることを
期待している

その他

26 26 7 6 4 2 2 2 20

全市町村 27% 27% 7% 6% 4% 2% 2% 2% 21%

東部 13% 27% 3% 10% 7% 40%

西部 27% 29% 13% 7% 4% 4% 4% 4% 7%

隠岐 50% 25% 25%
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３ ＮＰＯとの協働に係る課題の解決に必要なこと 

 

・ 「特に何もすることはない（２２％）」、「既存ＮＰＯに対する調整・支援が必要（１８％）」、「新

規ＮＰＯ設立の調整・支援が必要（１８％）」の３つの回答が多かった。 

・ 「その他」の回答２０件の内、「担い手の不足・後継者難」に関する記述のあるものが７つ、「活

動資金不足」に関する記述のあるものが６つあった。 

・ 地域別に比較すると、東部地域は、「新規ＮＰＯの設立や複数のＮＰＯ等の合同・連携により担

ってもらうための調整・支援が必要」という回答の割合（計４４％）が、西部地域（計２５％）・隠

岐地域（計１０％）を上回った。 

・ 西部地域は、「既存ＮＰＯに担ってもらうための調整・支援が必要」という回答の割合（３３％）

が、東部地域（７％）・隠岐地域（０％）を上回った。 

・ 隠岐地域は、「特に何もすることはない」の割合（４５％）が、東部地域（０％）・西部地域（２

７％）を上回る一方で、「その他」の回答において「担い手不足・後継者難」を訴えるものが５つ（２

５％）あった。 
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《資料４》県民いきいき活動促進基本方針・行動計画に係るアンケートの概要

          

          

（１）アンケートの対象      ２８７団体      

   

① ＮＰＯ法人 ２６７団体（令和６年５月末現在 県内に主たる事務所を有するＮＰＯ法人

の内、郵便物が連絡先に届いたもの） 

 

  （内訳） 基金登録団体であるもの     ６０団体 

       基金登録団体でないもの    ２０７団体 

 

② 基金登録団体（ＮＰＯ法人以外の団体） ２０団体 

 

   （内訳） 任意団体 １８団体 、一般財団法人 １団体 、一般社団法人 １団体  

 

（２）回収数（回収率）    １０１団体／２８７団体 （３５.２％）    

     

① ＮＰＯ法人        ９１団体／２６７団体 （３４．１％） 

 

  （内訳） 基金登録団体であるもの  ３８団体／ ６０団体（６３．３％） 

       基金登録団体でないもの  ５３団体／２０７団体（２５．６％） 

 

② ＮＰＯ法人以外の基金登録団体 10団体／ ２０団体 （５０．０％） 

 

   （内訳） 任意団体 １０団体      

 

  参考：基金登録団体全体      ４８団体／ ８０団体 （６０.０％）  

    

 

（３）アンケート期間  令和６年６～７月      

          

（４）アンケート依頼方法 郵送による（基金登録団体にはメールでも依頼） 

 

（５）アンケート回答方法 電子申請方式 、調査用紙記入方式のいずれかを選択 

（郵送・FAX・メール・持参） 

 

電子申請方式   ５６団体（５５.４％） 

  

調査用紙記入方式 ４５団体（４４.６％）       



9 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保健、医療又は福祉の増進

社会教育の推進

まちづくりの推進

観光の振興

農山漁村又は中山間地域の振興

学術、文化、芸術又はスポーツの振興

環境の保全

災害救援

地域安全

人権の擁護又は平和の推進

子どもの健全育成

情報化社会の発展

科学技術の振興

経済活動の活性化

職業能力の開発又は雇用機会の拡充

消費者の保護

団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

活動休止

１番目 ２番目 ３番目
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50%

43%

26%

27%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

有給常勤スタッフ

有給非常勤スタッフ

無給常勤スタッフ

無給非常勤スタッフ

特定の事務局スタッフなし

２０人未満

62%２０人以上

５０人未満

20%

5０人以上

１00人未満

10%

10０人以上

200人未満

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１ 会費

２ 寄附金

３ 自主事業による収入

４ 民間等からの助成金

（財団・共同募金会等）

５ 行政からの補助金・助成金

６ 行政からの業務委託費

７ その他

１番目 ２番目 ３番目
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 0

100

200

300

400

500

600

700 万

0件

40%

1～10件

44%

11～20件

5%

21～50件

4%

51～100件

3%

101件以上

3%

不明

1%

0% 10% 20% 30% 40%

100万円以上

50万円以上～100万円未満

10万円以上～50万円未満

1万円以上～10万円未満

１円以上～1万円未満

0円
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活動資金の調達

人材確保

人材育成

経理

労務管理

事務所や活動場所の確保

多様な主体との交流・

連携、ﾈｯﾄﾜｰｸづくり

情報の収集

情報の発信

苦労

している

やや苦労

している

どちらとも

いえない

あまり苦労

していない

苦労

していない
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60%

17%

11%

3%

2%

4%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

加入なし

1つ

2つ

3つ

4つ

5つ

６つ以上

関心がある

66%

関心がない

34%

実施している

75%

実施していない

25%
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72%

51%

49%

38%

38%

28%

24%

21%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

個人や団体の財政支援（募金・補助金・助成金・協賛等）

による事業の実施

行政や企業等からの受託による事業の実施

共催による事業の実施

後援による事業の実施

個人や団体のボランティアが参加する事業の実施

個人や団体から、助言・協力・コーディネートを

受けて行った事業の実施

他の法人（団体）に対する、助言・協力・コーディネートの

実施

行政に対して行った施策や事業に対する提言

その他

（「協働している」と回答の７６団体を対象） 
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51%

34%

34%

34%

34%

33%

32%

29%

24%

16%

11%

0% 20% 40% 60%

市町村

他のＮＰＯ法人

県

国

その他

県民

企業

学校

ふるさとしまね定住財団

他のＮＰＯ団体

研究機関

市町村 39 51%

他のＮＰＯ法人 26 34%

県 26 34%

国 26 34%

その他 26 34%

県民 25 33%

企業 24 32%

学校 22 29%

ふるさとしまね定住財団 18 24%

他のＮＰＯ団体 12 16%

研究機関 8 11%

62%

50%

45%

45%

38%

31%

27%

24%

21%

17%

14%

0% 20% 40% 60% 80%

市町村

県

企業

他のＮＰＯ法人

学校

ふるさとしまね定住財団

県民

他のＮＰＯ団体

研究機関

国

その他
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32%

28%

20%

16%

4%

0%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

人員等の制約など協働を実施する体制が整っていない

協働する方法がわからない

その他

協働することに関心がない

行政と方向性に相違がある

法人（団体）の活動が休止していた

行政に対して協働提案を行ったが、採用されなかった

（10.で「協働していない」と回答の 25団体を対象） 
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ある

57%

ない

34%

無回答

9%

49%

33%

24%

22%

21%

16%

12%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市町村（事業担当者or協働担当者）

ＮＰＯ法人・ボランティア団体等

協力者（相談相手）はいなかった

県庁各課・県の出先機関

ふるさと島根定住財団

民間企業（事業担当者or協働担当者）

県ＮＰＯ活動推進室

その他

（「協働している」と回答の７６団体を対象） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

協働事業についての情報提供

ＮＰＯ同士の出会いや情報交換の場づくり

行政とＮＰＯとの出会いの場づくり

合意形成に向けての十分な協議

役割（責任）分担の明確化

事業経費・手続きに関する見直し

ＮＰＯの活動基盤の充実

行政側の協働についての理解促進

特になし

その他

１番目 ２番目 ３番目
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（ＮＰＯ法人 89団体を対象） 

思う

17%

やや思う

29%

あまり思わない

27%

思わない

17%

分からない

10%

（ＮＰＯ法人 89団体を対象） 

54%

87%

91%

83%

92%

91%

91%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

共益的な活動の占める割合が50％未満である

運営組織及び経理が適切である

事業活動の内容が適正である

情報公開を適切に行っている

所轄庁に対して、直近２事業年度終了後３月以内に

事業報告書等を提出している

法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽り

その他不正の行為により利益を得、又は得ようとした事実その他

公益に反する事実等がない

設立の日から１年を超える期間が経過している

（ＮＰＯ法人 89団体を対象） 
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２０．しまね社会貢献基金に関する提案 

 

◯ しまね社会貢献基金に関する認知度の向上 

・基金の PR にしっかり宣伝費をかけるべき 

・動画による発信を強化する 

・県の広報誌、テレビ（県枠）などを通じて基金の趣旨、内容を伝え、県民に理解してもらう 

 

〇 企業・公務員等に寄付を依頼 

・県が企業等に寄付金の依頼をする 

・新規開拓して県内の企業に新たに参入してもらうと良い 

・企業開拓スタッフの配置 

・公務員や県内大手企業の社員へもっと PR 

・企業版ふるさと納税よりも優れた税制優遇のため、都市部の大企業とマッチングする施策 

 

〇 登録団体のＰＲ・企業との出会いの場 

・NPO が実際にしている活動を資料として公開し、広く支援者の目に留まるようにしてほしい 

・寄付金でおこなった事業の成果（成果物）をもっと広く支援者や県民にお知らせ（PR）する場を設け

てほしい 

・支援者に感謝を伝える場 

・団体自身が多くの方々に認めていただけるような有益（役に立つ、社会が明るくなる）活動を進めて

いくことが重要 

・寄附者と寄附を受ける団体との仲介をして欲しい 

（寄附者の想い、寄附を受ける団体のニーズをヒアリングし、両者をマッチングする） 

 

〇 手続きの改善と説明 

・手続きの簡素化と理解しやすい説明 

・基金活用アドバイザーの配置 

・上限を引き上げる 

・一度利用したが、当時とても使いにくく大変だった。利用しやすいものに改善周知してほしい 

・公のお金なので手続きが煩雑になることも理解できるが、もう少し使いやすくなると良い 

・登録のための説明会（新規向け） 

・活用事例の共有会（既存向け） 

既に登録している

50%

今後、登録したいと思う

12%

登録したいと思わない

7%

わからない

32%
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〇 その他 

・ふるさと納税との統合 

・一定のルールを設け、過度にならない程度の返礼品 

・NPO は、手出しで事業をやっているところが多く、それでは後継者は見つからない。最低限の運営

経費と旅費くらいは助成してあげる仕組みができると良い 

 

 

２1．県民いきいき活動の促進、協働の推進等に関する意見 

 

・相互理解と信頼関係の構築が協働を進める鍵となるので、ぜひ交流やマッチングの機会を一緒につ

くりましょう！ 

 

・NPO 同士や企業との協働ももっと推進すべき。そのための機会が増えることを期待しています 

 

・活動分野外の情報は入りにくいが、出会い・マッチングがうまくいけば新たな協働が生まれるかもし

れない 

 

・情報交換・定期的交流の場作り、広く周知、参加・協働しやすい環境が必要 

 

・成功事例等を伝えていくことも、新たな協働のヒントになると思うので、情報発信してほしい 

 

・定期的な協働の研修・交流(情報・団体の出会い) 

 

・NPO 法人が目指す事業が行政（特に県、国）に認知されて、行政サイドから「協働」への情報提供や、

事業提案がいただけるようになればありがたい 

 

・県と各市町村がもっと連携して、両者の役割分担を明確化し、県として何をすれば各市町村での活

動や協働が進んで島根県全体が結果的に暮らしやすい県になっているのか、整理して事業をするこ

とが大切なのではないか 

 

・行政側が協働できる分野や内容を詳しく、わかりやすく教えていただけると相談しやすい 

 

・協働推進を学ぶ官民合同の研修 

 

・昔の公務員は、仕事だけで無く、ボランティア活動に励んでいた人が多かった。県・市町村の OB で

NPO の役員をやっている人も多い。確かに定年延長がネックになっているが、在職中でもやる気が

あればいくらでもできる。特に協働での事業を経験した職員はきっかけにしてもらうと良い 
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≪資料５≫   令和６年度 島根県政世論調査の概要（関係分）     

 

 

（１）テーマ  「県民いきいき活動」及び「協働」について（８問） 

 

喜び・生きがい、社会変化の認識（２問）、県の広聴広報活動（８問）、

竹島問題（３問）、日常生活（２５問）と併せて広聴広報課が実施 

 

 

（２）調査時期   令和６年８月 

 

 

（３）調査対象  ２,０００名  

 

 

（４）回答数    １,１２２名    

 

 

（５）回答率    ５６.１％ 
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関心がある

617

55.0%

関心がない

462

41.2%

無回答

43

3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

関心がある 関心がない 無回答

30.7%

30.5%

26.2%

25.9%

25.2%

18.0%

17.0%

15.8%

14.3%

11.9%

11.3%

9.3%

7.0%

5.3%

5.1%

3.3%

3.0%

3.0%

2.8%

3.6%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40%

子どもの健全育成

まちづくりの推進

地域安全

保健、医療又は福祉の増進

環境の保全

観光の振興

災害救援

農山漁村又は中山間地域の振興

学術、文化、芸術又はスポーツの振

興

消費者の保護

経済活動の活性化

職業能力の開発又は雇用機会の拡

充の支援

社会教育の推進

人権の擁護又は平和の推進

情報化社会の発展

上記の活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助

国際協力

科学技術の振興

男女共同参画社会の形成の促進

その他

無回答

子どもの健全育成 344 31%

まちづくりの推進 342 31%

地域安全 294 26%

保健、医療又は福祉の増進 291 26%

環境の保全 283 25%

観光の振興 202 18%

災害救援 191 17%

農山漁村又は中山間地域の振興 177 16%

学術、文化、芸術又はスポーツの振興 160 14%

消費者の保護 134 12%

経済活動の活性化 127 11%

職業能力の開発又は雇用機会の拡充の支援 104 9%

社会教育の推進 79 7%

人権の擁護又は平和の推進 59 5%

情報化社会の発展 57 5%

上記の活動を行う団体の運営又は
活動に関する連絡、助言又は援助 37 3%

国際協力 34 3%

科学技術の振興 34 3%

男女共同参画社会の形成の促進 31 3%

その他 40 4%

無回答 62 6%
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このサイトのことを知らなかった 718 64.0%

このサイトのことは知っていたが、
見たことはない 169 15.1%

このサイトに興味はない 81 7.2%

ボランティア情報やイベント情報を収集するため、
見たことがある 60 5.3%

ボランティア団体やＮＰＯについて知るため、
見たことがある 31 2.8%

寄付やクラウドファンディングの情報を収集するため、
見たことがある 20 1.8%

その他 10 0.9%

無回答 51 4.5%

64.0%

15.1%

7.2%

5.3%

2.8%

1.8%

0.9%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

このサイトのことを知らなかった

このサイトのことは知っていたが、

見たことはない

このサイトに興味はない

ボランティア情報やイベント情報を収集するため、

見たことがある

ボランティア団体やＮＰＯについて知るため、

見たことがある

寄付やクラウドファンディングの情報を収集するため、

見たことがある

その他

無回答

参加したいと

思うが機会が

ない

510

45.5%

関心がない

355

31.6%

参加している

218

19.4%

無回答

39

3.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

参加したいと思うが機会がない

関心がない

参加している

無回答
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58.4%

22.9%

22.1%

17.2%

7.0%

5.5%

2.3%

1.9%

1.8%

2.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

職場や自治会を通じた寄付

（赤い羽根共同募金、緑の羽根募金など）

寄付（募金箱への寄付を含みます）をしたことはない

マスコミを通じた寄付

（ＮＨＫ歳末たすけあい、24時間テレビなど）

社会福祉協議会に直接寄付

ふるさと納税サイト

（ふるさとチョイス、ふるなび、さとふるなど）を通じた寄付

ＮＰＯ法人・市民活動団体に直接寄付

オンライン寄付サイト

（Yahoo!ネット募金、Syncableなど）を通じた寄付

「しまね社会貢献基金」を通じた寄付

（クラウドファンディングを含む）

クラウドファンディングサイト

（CAMPFIRE、READYFORなど）を通じた支援

その他

無回答

職場や自治会を通じた寄付
（赤い羽根共同募金、緑の羽根募金など）

655 58.4%

寄付（募金箱への寄付を含みます）をしたことはない 257 22.9%

マスコミを通じた寄付
（ＮＨＫ歳末たすけあい、24時間テレビなど）

248 22.1%

社会福祉協議会に直接寄付 193 17.2%

ふるさと納税サイト
（ふるさとチョイス、ふるなび、さとふるなど）を通じた寄付

78 7.0%

ＮＰＯ法人・市民活動団体に直接寄付 62 5.5%

オンライン寄付サイト
（Yahoo!ネット募金、Syncableなど）を通じた寄付

26 2.3%

「しまね社会貢献基金」を通じた寄付
（クラウドファンディングを含む）

21 1.9%

クラウドファンディングサイト
（CAMPFIRE、READYFORなど）を通じた支援

20 1.8%

その他 24 2.1%

無回答 31 2.8%
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満足 119 10.6%

やや満足 318 28.3%

やや不満 93 8.3%

不満 16 1.4%

分からない 568 50.6%

無回答 8 0.7%

計 1,122 100%

重要 380 33.9%

やや重要 332 29.6%

あまり重要ではない 63 5.6%

重要ではない 22 2.0%

分からない 314 28.0%

無回答 11 1.0%

計 1,122 100.0%

10.6%

28.3%

8.3%
1.4%

50.6%

0.7%

満足

やや満足

やや不満

不満

分からない

無回答

33.9%

29.6%

5.6%

2.0%

28.0%

1.0% 重要

やや重要

あまり重要ではな

い

重要ではない

分からない

無回答
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ボランティア活動に参加したり、寄付したりすることで
地域課題を解決しようとする県民の意識

496 44.2%

行政（県・市町村）による情報発信 438 39.0%

自治会等の地縁団体の活動 320 28.5%

企業の地域貢献活動 264 23.5%

ＮＰＯの担い手・後継者の育成 187 16.7%

ＮＰＯ法人や市民活動団体の活動 155 13.8%

ＮＰＯへの活動資金援助 101 9.0%

ＮＰＯ同士、ＮＰＯと企業などのマッチングやネットワークづくり 101 9.0%

特に必要なことはない 68 6.1%

その他 47 4.2%

無回答 44 3.9%

44.2%

39.0%

28.5%

23.5%

16.7%

13.8%

9.0%

9.0%

6.1%

4.2%

3.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

ボランティア活動に参加したり、寄付したりすることで

地域課題を解決しようとする県民の意識

行政（県・市町村）による情報発信

自治会等の地縁団体の活動

企業の地域貢献活動

ＮＰＯの担い手・後継者の育成

ＮＰＯ法人や市民活動団体の活動

ＮＰＯへの活動資金援助

ＮＰＯ同士、ＮＰＯと企業などのマッチングやネットワークづくり

特に必要なことはない

その他

無回答
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県民いきいき活動促進基本方針・行動計画に係るアンケート（追加分）概要 

          

（１）アンケートの対象      ２８5団体       

① ＮＰＯ法人 ２６5 団体（令和６年１０月末現在 県内に主たる事務所を有するＮＰ

Ｏ法人の内、郵便物が連絡先に届いたもの） 

  （内訳） 基金登録団体であるもの     ５７団体 

       基金登録団体でないもの    ２０８団体 

 

② 基金登録団体（ＮＰＯ法人以外の団体） ２０団体 

   （内訳） 任意団体 １８団体 、一般財団法人 １団体 、一般社団法人 １団体  

 

（２）回収数（回収率）    20６団体／285団体 （72.３％）    

① ＮＰＯ法人        19３団体／２６５団体 （7２.８％） 

  （内訳） 基金登録団体であるもの   ４５団体／ ５７団体（７８．９％） 

       基金登録団体でないもの  １４８団体／２０８団体（７１．２％） 

 

② ＮＰＯ法人以外の基金登録団体 13団体／ ２０団体 （6５．０％） 

   （内訳） 任意団体 １０団体      

  参考：基金登録団体全体      58団体／ ８１団体 （71.6％）   

 

（３）アンケート期間  令和６年１１～１２月      

（４）アンケート依頼方法 郵送による（基金登録団体にはメールでも依頼） 

（５）アンケート回答方法 電子申請方式 、調査用紙記入方式のいずれかを選択 

（郵送・FAX・メール・持参） 

電子申請方式   １２７団体（６１.７％） 

調査用紙記入方式  ７９団体（３８.３％）    
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1 現在の活動状況 

「活動しており、今後も活動を継続する予定」が 193団体で、全体の 94％ 

「活動を休止しているが、条件を整えたのち、活動を再開する予定」と回答した団体が７団体 

今後、解散等を検討している団体が６団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活動しており、今後も活動を継続する予定

活動しているが、近々活動を休止する（解散等）予定

活動を休止しているが、条件を整えたのち、活動を再開する予定

活動を休止しており、活動を再開したいが、できなくて困っている

活動を停止し、解散手続き中（又は解散手続き済）

活動を停止しており、近々解散手続きを行う予定

活動を停止しており、自然消滅（フェイドアウト）する予定

活動しており、今後も活動を継続する予定 193 94%

活動しているが、近々活動を休止する（解散等）予定 2 1%

活動を休止しているが、条件を整えたのち、活動を再開する予定 7 3%

活動を休止しており、活動を再開したいが、できなくて困っている 0 0%

活動を停止し、解散手続き中（又は解散手続き済） 0 0%

活動を停止しており、近々解散手続きを行う予定 2 1%

活動を停止しており、自然消滅（フェイドアウト）する予定 2 1%

計 206 100%
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2 後継者・担い手確保 

① 今の状況 

「心配はない」と「後継者・担い手がおり、活動を継続している」の計が 118団体で約６割 

「後継者・担い手を探すがなかなか見つからない」が 57団体で約３割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 10 年後の状況 

①今の状況と比べ、「後継者・担い手に関する心配はない」と回答した団体が減少（６５→２５）し、 

「今の代表・役員・会員の引退を機に、活動を縮小（停止）する」と回答した団体が増加（15→30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

後継者・担い手に関する心配はない

31%

後継者・担い手がおり、活動を継続している

28%
後継者・担い手を探すが、中々見つからない

29%

今の代表・役員・会員の引退を機に、

活動を縮小（又は停止）する

8%

その他 5%

後継者・担い手に関する心配はない 62 31%

後継者・担い手がおり、活動を継続している 56 28%

後継者・担い手を探すが、中々見つからない 57 29%

今の代表・役員・会員の引退を機に、活動を縮小（又は停止）する 15 8%

その他 10 5%

計 200 100%

後継者・担い手に関する心配はない

13%

後継者・担い手がおり、活動を継続している

29%
後継者・担い手を探すが、中々見つからない

31%

今の代表・役員・会員の引退を機に、

活動を縮小（又は停止）する

15%

その他

12%

後継者・担い手に関する心配はない 25 13%

後継者・担い手がおり、活動を継続している 57 29%

後継者・担い手を探すが、中々見つからない 61 31%

今の代表・役員・会員の引退を機に、活動を縮小（又は停止）する 30 15%

その他 23 12%

計 196 100%
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3 活動資金の調達 

① 今の状況 

委託料・補助金と利用料金を財源に、社会福祉等を行っている団体が約３割 

行政関連事業を行っている団体が約 1/4 

会費等で活動する団体（17％）と寄附金等を活動する団体（16％）がそれぞれ約 1/6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ５年後の状況（又将来像） 

①今の状況と大きく変わらないが、「県外の企業・財団・個人も含め、広く寄附金や助成金を調

達」という回答が４団体増加（１８→２２） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

県外の企業・財団・個人も含め、広く寄附金

や助成金を調達

11%

県内企業・県民の寄附金（しまね社会

貢献基金を含む）を活用

6%

委託料・補助金を財源に、行政関連の事業

を展開

23%

委託料・補助金と利用

料金を財源に、社会福

祉等の事業を展開

32%

会員の会費・手弁当の範囲内で活動

14%

上記以外

14%

県外の企業・財団・個人も含め、広く寄附金

や助成金を調達

9%

県内企業・県民の寄附金（しまね社会

貢献基金を含む）を活用

7%

委託料・補助金を財源に、行政関連の事業

を展開

25%

委託料・補助金と利用料金を財源に、

社会福祉等の事業を展開

31%

会員の会費・手弁当の範囲内で活動

17%

上記以外

12%

県外の企業・財団・個人も含め、広く寄附金や助成金を調達 18 9%

県内企業・県民の寄附金（しまね社会貢献基金を含む）を活用 14 7%

委託料・補助金を財源に、行政関連の事業を展開 50 25%

委託料・補助金と利用料金を財源に、社会福祉等の事業を展開 61 31%

会員の会費・手弁当の範囲内で活動 33 17%

上記以外 24 12%

計 200 100%

県外の企業・財団・個人も含め、広く寄附金や助成金を調達 22 11%

県内企業・県民の寄附金（しまね社会貢献基金を含む）を活用 11 6%

委託料・補助金を財源に、行政関連の事業を展開 46 23%

委託料・補助金と利用料金を財源に、社会福祉等の事業を展開 63 32%

会員の会費・手弁当の範囲内で活動 27 14%

上記以外 28 14%

計 197 100%
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4 事業報告書・役員名簿・定款等の閲覧公表（複数回答） 

① 今の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  5 年後の状況（又は将来像） 

①今の状況と大きく変わらないが、「法人（団体）の HP・Facebook・ブログ等」という回答が

１０団体増加（６９→７９） 

 

 

 

 

 

 

内閣府のNPO法人ポータルサイト～所轄庁や法人が入力 117 59%

法人（団体）の事務所等～備え置いて閲覧希望者に公開 97 49%

日本財団が提供するCANPAN～法人や団体が掲載 83 42%

法人（団体）のHP・Facebook・ブログ等 69 35%

閲覧できない・公表していない 1 1%

59%

49%

42%

35%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

内閣府のNPO法人ポータルサイト～所轄庁や法人が入力

法人（団体）の事務所等～備え置いて閲覧希望者に公開

日本財団が提供するCANPAN～法人や団体が掲載

法人（団体）のHP・Facebook・ブログ等

閲覧できない・公表していない

内閣府のNPO法人ポータルサイト～所轄庁や法人が入力 117 59%

法人（団体）の事務所等～備え置いて閲覧希望者に公開 96 49%

日本財団が提供するCANPAN～法人や団体が掲載 81 41%

法人（団体）のHP・Facebook・ブログ等 79 40%

閲覧できない・公表していない 1 1%

59%

49%

41%

40%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

内閣府のNPO法人ポータルサイト～所轄庁や法人が入力

法人（団体）の事務所等～備え置いて閲覧希望者に公開

日本財団が提供するCANPAN～法人や団体が掲載

法人（団体）のHP・Facebook・ブログ等

閲覧できない・公表していない
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5 会員や従業員の募集方法等（複数回答） 

    「友人・知人等に依頼」が全体の約 3/4で最多 

次いで多いのが、「ハローワーク」が 32％、「法人（団体）のHP」が 28％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76%

32%

28%

11%

10%

8%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

友人・知人等に依頼

ハローワーク

法人（団体）のHP等

これまで、募集等したことがない

新聞や地域のコミュニティ誌

行政・関係団体等を通じて推薦依頼

民間会社の求人サイト

上記以外

友人・知人等に依頼 152 76%

ハローワーク 64 32%

法人（団体）のHP等 56 28%

これまで、募集等したことがない 21 11%

新聞や地域のコミュニティ誌 19 10%

行政・関係団体等を通じて推薦依頼 15 8%

民間会社の求人サイト 13 7%

上記以外 14 7%
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活用してみたい 52 26%

活用しない 54 27%

しばらく、募集の予定がない 91 46%

計 197 100%

6(１) 「くらしまねっと」  

 ① 認知度 

 

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

 

 

6(２) 「ジョブカフェしまね」   

 ① 認知度 

              

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

 

 

 

 ※「くらしまねっと」 

ふるさと島根定住財団が提供するサイト 

ＵＩターン者向けに、求人情報を掲載 

 

※「ジョブカフェしまね」 

ふるさと島根定住財団が提供するサイト 

学生・若年層に、就職活動の情報を提供 

 

 

知っていて、活用したことがある 14 7%

知っていたが、活用したことはない 112 56%

知らなかった 74 37%

計 200 100%

活用してみたい 57 29%

活用しない 45 23%

しばらく、募集の予定がない 93 48%

計 195 100%

知っていて、活用したことがある 16 8%

知っていたが、活用したことはない 155 78%

知らなかった 29 15%

計 200 100%
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6(３) 「しまっち！」 

① 認知度                

 

 

 

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

 

 

７(１) 「島根いきいき広場」メールマガジン 

① 認知度 

                                     

 

 

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

 

※「しまっち！」 

ふるさと島根定住財団が提供するサイト 

地域活動に加わりたい人と、地域団体をつなぐ   

知っていて、活用したことがある 17 9%

知っていたが、活用したことはない 90 45%

知らなかった 93 47%

計 200 100%

活用してみたい 70 36%

活用しない 38 19%

しばらく、募集の予定がない 89 45%

計 197 100%

知っていて、活用したことがある 95 48%

知っていたが、活用したことはない 41 21%

知らなかった 63 32%

計 199 100%

活用してみたい 60 31%

活用しない 40 20%

わからない 96 49%

計 196 100%
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活用してみたい 94 47%

活用しない 33 17%

わからない 72 36%

計 199 100%

７（２） ボランティアの募集（島根いきいき広場） 

① 認知度 

 

② 今後の活用 

 

７（３） 助成金情報（島根いきいき広場） 

① 認知度 

 

 

② 今後の活用 

             

 

             

 

 

 

 

 

 

知っていて、活用したことがある 13 7%

知っていたが、活用したことはない 109 55%

知らなかった 77 39%

計 199 100%

活用してみたい 49 25%

活用しない 48 24%

わからない 100 51%

計 197 100%

知っていて、活用したことがある 64 32%

知っていたが、活用したことはない 99 50%

知らなかった 36 18%

計 199 100%
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活用してみたい 48 24%

活用しない 43 22%

わからない 105 54%

計 196 100%

７（４） 各種セミナー 

① 認知度 

 

② 今後の活用 

 

 

７（５） NPO 交流会 

① 認知度 

 

  

 

 

 

 

②  今後の活用 

 

 

 

 

※各種セミナー 

初心者セミナー、ファンドレイジングセミナーなど  

 

 

 

知っていて、活用したことがある 55 28%

知っていたが、活用したことはない 103 52%

知らなかった 40 20%

計 198 100%

活用してみたい 69 35%

活用しない 41 21%

わからない 86 44%

計 196 100%

知っていて、活用したことがある 38 19%

知っていたが、活用したことはない 114 57%

知らなかった 47 24%

計 199 100%
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活用してみたい 40 21%

活用しない 62 32%

わからない 92 47%

計 194 100%

７（６） 相談・派遣             ※職員相談・専門相談・センパイ NPO の派遣等 

① 認知度 

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

７（７） 交流サロン（図書貸出。貸会議室・印刷等） 

 ① 認知度 

 

 

 

② 今後の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っていて、活用したことがある 47 24%

知っていたが、活用したことはない 94 47%

知らなかった 57 29%

計 198 100%

活用してみたい 64 33%

活用しない 44 23%

わからない 87 45%

計 195 100%

知っていて、活用したことがある 14 7%

知っていたが、活用したことはない 88 45%

知らなかった 95 48%

計 197 100%
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８ 交流会／ネットワーク（複数回答） 

     「忙しくて都合がつかないため、参加できないことが多い」が約半数（４９％） 

「同じ活動分野のNPO同士で交流等がしたい」が３割弱（２８％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 情報共有・交換／中間支援組織（複数回答）    

      「多様な主体による情報共有・交換の場があるとよい」が４割超（４３％） 

「市町村又は圏域を活動エリアとする中間支援組織があるとよい」が 1/3超（３５％） 

 

 

 

 

 

 

 

43%

35%

16%

11%

11%

7%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

多様な主体による情報共有・交換の場があるとよい

市町村又は圏域を活動エリアとする中間支援組織があるとよい

ふるさと島根定住財団があるので、地域の中間支援組織は必要ない

別に情報共有・交換の場があり、新たな場は不要

行政で企画等すればよいので、地域の中間支援組織は必要ない

情報共有・交換による課題解決は期待できない

その他

49%

28%

23%

16%

14%

13%

10%

8%

5%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

忙しくて都合がつかないため、参加できないことが多い

同じ活動分野のNPO同士で交流等がしたい

交流の機会があれば、できるだけ参加する

既にそのような交流会やネットワークに参加している

遠方で開催され、費用もかかるため、参加しないことが多い

周辺自治体のNPO同士で交流等がしたい

様々な分野のNPO同士で交流等がしたい

交流会やネットワーク化は必要ない

離れた地域のNPO同士で交流等がしたい

その他

忙しくて都合がつかないため、参加できないことが多い 97 49%

同じ活動分野のNPO同士で交流等がしたい 56 28%

交流の機会があれば、できるだけ参加する 45 23%

既にそのような交流会やネットワークに参加している 31 16%

遠方で開催され、費用もかかるため、参加しないことが多い 27 14%

周辺自治体のNPO同士で交流等がしたい 26 13%

様々な分野のNPO同士で交流等がしたい 19 10%

交流会やネットワーク化は必要ない 15 8%

離れた地域のNPO同士で交流等がしたい 9 5%

その他 8 4%
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１0 中間支援組織  

       

 

 

 

１1 参加案内・協力要請への対応 

 

 

 

 

12 今後希望する情報提供の方法（複数回答） 

     電子メールでの送信希望が５割超 

郵送希望は約２割      

中間支援組織になってもよい 22 11%

他の団体を推薦する 7 4%

どちらにも該当しない 169 85%

計 198 100%

できる限り(都合がつけば)、参加・協力する　 50 25%

内容次第では、参加・協力してもよい 130 65%

参加・協力したくない 12 6%

上記以外 7 4%

計 199 100%
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≪資料７≫  令和２年策定の県民いきいき活動促進行動計画の実績  

１ 県民いきいき活動の促進 

（１）県民いきいき活動の普及―活動に参加する機運の醸成 
 

 

（２）県民いきいき活動の深化－団体の自立した活動の推進 

分野 No 重点 施 策 内 容 活動指標 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

活
動
へ
の
関
心
喚
起 

・ 

活
動
機
会
の
拡
大 

1 ○ 

ポータルサイトの充実 

と情報発信 

サイト閲覧 

件数 
177,698 144,966 151,975 183,775 183,910 

2  県の広報媒体の活用 掲載件数 １ 5 8 15 17 

3  市町村の広報媒体の

活用 
掲載件数 1 14 15 15 4 

4  
民間団体の広報媒体

の活用 
掲載団体数 12 20 12 13 16 

5 ○ 寄附活動の推進 寄附件数 94 109 156 310 414 

6 ○ 
県民いきいき活動の

顕彰 
表彰団体数 8 13 9 15 20 

7  
学生・企業の地域貢献

活動の促進 

情報発信 

団体数 
6 11 4 2 4 

8 ○ 
県各所属のボランティ

ア事業の参加促進 
参加者数 140,575 105,769 95,395 95,424 140,205 

9  
社会貢献に関する 

シンポジウム等の開催 
開催回数 4 0 0 1 1 

10  
社会貢献に関する 

出前講座等の開催 

講座実施 

回数 
― 2 0 3 1 

分野 No 重点 施 策 内 容 活動指標 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

支
援
体
制
の
充
実 

・ 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
基
盤
強
化 

 
 

11 ○ ＮＰＯの立ち上げ等支援 
ＮＰＯ法人 

新規設立数 
－ 9 11 11 7 

12 ○ ＮＰＯの基盤強化支援 受講者数 － 108 89 86 101 

13  専門家による各種相談  相談件数 15 35 34 42 39 

14  ＮＰＯの資金調達支援 支援事業数 －  5 6 4 5 

15  
認定ＮＰＯ法人化への 

支援   
受講者数 1 0 0 0 0 

16 ○ 
ＮＰＯ法人等の 

ネットワーク形成 
参加団体数 10 3 8 39 22 

17 ○ 
ＮＰＯ法人等の 

社会貢献活動支援 

助成事業数 

寄付者設定テーマ 

団体活動支援 

 

－ 

－ 

 

14 

15 

 

10 

14 

 

8 

19 

 

16 

24 

18  ＮＰＯ法人への低利融資 融資件数 1 0 0 1 1 

19 ○ 
県各所属の 

助成制度による支援 
支援事業数 60 56 44 40 50 
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２ 協働の推進 

（１）協働の普及－協働機会の拡大の推進 

 

分野 No 重点 施 策 内 容 活動指標 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

協 

働 

へ 

の 

関 

心 

喚 

起 
 

・ 

協 

働 

機 

会 

の 

拡 

大 

20  
協働事例・ＮＰＯ活動の 
収集、情報発信 

収集した事例数 － 27 21 22 24 

21 ○ 
ＮＰＯと行政職員の協働
研修 

受講者数 － 52 39 0 58 

22 ○ 
協働のための交流・マッ
チング 

マッチング件数 78 61 39 59 32 

23 ○ 
ＮＰＯ・行政職員への協
働情報の提供 

情報提供数 11 12 25 28 31 

24 ○ 
協働推進員（県職員）の 
配置と研修 

受講者数 46 36 33 0 26 

25  職員（県・市町村）研修 受講者数 974 1,093 996 1,156 1,554 

 

（２）協働の深化―協働による地域課題の解決の推進 

 

分野 No 重点 施 策 内 容 活動指標 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

協
働
実
践
力
の
向
上 

・協
働
の
基
盤
強
化 

26 ○ 
多様な主体との協働 
の取組を支援 

協働数 － 11 12 11 1５ 

27 ○ 
県各所属による 
協働事業の実施 

事業数 144 120 104 114 109 

28  
市町村の協働事業の推
進 

事業数 330 310 411 466 528 

 

３ 体制の整備 
 

 

No 施 策 内 容 活動指標 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

29 
県ＮＰＯ活動推進室における行動計
画の進捗管理と関係機関等との連携
した施策の推進 

相談件数 151 170 180 185 188 

30 県・市町村連携協力会議 回数 2 1 2 2 2 

31 
しまね県民活動支援センターの中間
支援機能の充実によるＮＰＯ支援と多
様な主体の連携推進 

コーディネート 
件数 

－ 80 99 86 103 

32 県民いきいき活動促進委員会 回数 3 2 2 2 2 


